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（写真）CNE “CNE 有権者登録の最終結果を公表” 

 

 

２０２４年６月３日（月曜） 

 

政 治                     

「墨大統領選 AMLO 派閥の候補が当選 

～マドゥロ政権・ベネズエラ野党の反応～」 

「墨 ベネズエラ移民の送還便再開を模索」 

「伯 ベネズエラ大統領選に監視団派遣せず」 

経 済                     

「ロイター ５月の石油輸出日量７０．９万バレル」 

「Toyota de Venezuela ６月６日に発表」 

「経済団体 サービス産業の輸出振興委員会発足」 

「AVEX ２３年の非石油部門輸出は１５％減」 

「ベネズエラ 直行便の減少が空運に影響」 

２０２４年６月４日（火曜） 

 

政 治                    

「CNE 有権者登録の最終結果を公表 

～大統領選の有権者数は約２，１３９万人～」 

「与党 大統領選結果の認識を巡り野党を批判」 

「バイデン政権 難民申請を制限する行政命令」 

経 済                    

「Futon、Provincial 銀行 自動車融資で協力」 

「Cashea 分割払いサービスを拡充」 

社 会                    

「カラカスで短時間誘拐 自動車奪われる」 

「年金負担法により学校の授業料４．５～６％増」 
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２０２４年６月３日（月曜）             

政 治                       

「墨大統領選 AMLO 派閥の候補が当選        

   ～マドゥロ政権・ベネズエラ野党の反応～」       

 

６月２日 メキシコで大統領選が開催された。 

 

結果は前評判通り、アンドレス・マニュエル・ロペス・

オブラドール現大統領（AMLO）が所属する与党「国家

再生運動（MORENA）」の推薦で出馬したクラウディ

ア・シェインバウム候補（前メキシコ市長）が当選した。

シェインバウム候補は、メキシコ史上初の女性大統領に

なる。 

 

シェインバウム氏の得票率は、６月３日未明時点で５７．

７％。 

 

一方、２位の野党連合〔国民行動党（PAN）、PRI、民主

革命党（PRD）〕のソチル・ガルベス候補（前上院議員）

は２９．３％。２位に大きな差をつけての当選となった。 

 

シェインバウム候補は、AMLO 大統領の「愛娘」とい

われるほど距離が近く、政策の大きな変更はないと見ら

れている。 

 

AMLO 政権と良好な関係を維持しているマドゥロ政権

にとってシェインバウム候補の当選は朗報になる。 

 

シェインバウム候補の当選を受けて、マドゥロ政権外務

省は６月３日に声明文を発表。シェインバウム候補の当

選を祝福した。 

 

また、AMLO 大統領についても「帝国主義・植民地主

義と戦いラテンアメリカ国民の国家主権を擁護した」と

任期中の功績をたたえた。 

 

（写真）外務省 

 

一方、野党側は「統一プラットフォーム（PUD）」が声

明を発表。シェインバウム候補の当選を祝福すると同時

に、各国と共にベネズエラの人権擁護と自由選挙の実現

を求める輪に加わるよう求めた。 

 

 

（写真）@unidadvenezuela 
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「墨 ベネズエラ移民の送還便再開を模索」         

 

米国国家安全保障省の Blas Núñez-Neto 国境移民政策

次官は、メキシコが米国から追放されたベネズエラ移民

の送還を模索していると説明した。 

 

「数カ月前からベネズエラへの移民送還便は止まって

いるが、国境から違法に入国した移民のメキシコへの送

還を継続している」「同時に、メキシコがベネズエラへ

の移民送還便の運航を再開しようとしていることを認

識している」と言及した。 

 

また、米国からベネズエラへの移民送還便の再開につい

て「関係者と直接協議を行っている」と補足した。 

 

「New York Times」によると、米国とベネズエラの移

民送還便は過去に１５回運航し、４カ月で１，８００人

のベネズエラ人が送還されたという。 

 

米国がベネズエラの石油・ガス産業への制裁を緩和した

ことで、両国の移民送還便は２０２３年１１月から始ま

ったが、大統領選で両国の関係が悪化する中で、再び運

航が停止しており、現在に至っている。 

 

「伯 ベネズエラ大統領選に監視団派遣せず」                  

 

６月３日 ブラジルの選挙最高裁は、ベネズエラの大統

領選にブラジルから選挙監視団を派遣しないことを明

らかにした。 

 

「ベネズエラ・トゥデイ No.1070」にて紹介した通り、

コロンビアもベネズエラの大統領選に選挙監視団を派

遣しないことが明らかになっている。 

 

 

 

 

コロンビアとブラジルは、マドゥロ政権の友好国として、

ベネズエラの大統領選を側面からサポートしていたが、

監視団の派遣は行わないことになる。 

 

ベネズエラの「選挙管理委員会（CNE）」は、EU 選挙監

視団への大統領選招待を撤回した。CNE の決定を受け

て、国際情勢を鑑みてコロンビアとブラジルは派遣を見

送ったと思われる。 

 

経 済                        

「ロイター ５月の石油輸出日量７０．９万バレル」           

 

「ロイター通信」は、２４年５月のベネズエラの原油・

石油製品の輸出量が先月比３０％増の日量７０万８，９

００バレルになったと報じた。 

 

ロイター通信によると、輸出量が多くなった要因は米国

の制裁再強化だという。２４年４月 OFAC は制裁ライ

センス No.44 に代わり、制裁ライセンス No.44-A を発

行。これによりベネズエラとの石油・ガス取引を５月３

１日以降再強化することになった。 

 

５月の取引増加は、外国企業が過去に契約していた取引

の駆け込み需要だと報じている。 

 

輸出先について、約３分の１に当たる日量２５万バレル

はアジア向け輸出。Chevron による米国向け輸出は日量

２０．５万バレルだという。 

 

また、原油・石油製品の他、５月中に石油化学品など６

１．４トンも輸出されたという。 

 

輸入については、重質ナフサ・ガソリン混合物など日量

６．８万バレルだったとしている。 

 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/2a52ca952e142c508ebf00dcab96bc42.pdf
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「Toyota de Venezuela ６月６日に発表」                  

 

６月３日 「Toyota de Venezuela」は、公式インスタグ

ラムを更新。 

 

「６月６日に何らかの発表を行う」と投稿した。 

同メッセージと共に１つの動画が掲載されており、動画

では、車のカバーがはがされようとしている。 

 

この動画もあり、一部では「4Runner 2025」のお披露目

ではないかとの声が出ている。 

 

 

（写真）toyotavenezuelaoficial インスタグラム 

 

「経済団体 サービス産業の輸出振興委員会発足」                  

 

ベネズエラの商業・サービス関連企業の経済団体

「Consecomercio」は、年次総会を開催。 

 

同総会にて、サービス産業の輸出を促進する委員会の創

設を承認した。 

 

同総会に参加したベネズエラ民間セクターの輸出促進

団体「ベネズエラ輸出者組合（Avex）」のラモン・ゴジ

ョ代表は、「ベネズエラには観光・デジタル教育・遠隔

医療診断などの分野で高いポテンシャルがある」と主張。 

 

 

サービス分野の輸出を促進するための委員会の発足を

提案し、この提案は同日の総会にて承認された。 

 

現時点で同委員会の具体的な活動内容や目標は公開さ

れていない。 

 

「AVEX ２３年の非石油部門輸出は１５％減」                  

 

「AVEX」のラモン・ゴジョ代表は、２０２３年の非石

油部門の輸出額について、前年比１５％減だったとの見

解を示した。 

 

ゴジョ代表によると、２０２３年に非石油部門が輸出し

た相手国は４５カ国だという。 

 

ゴジョ代表は非石油部門の輸出を拡大するためにはベ

ネズエラ国内の輸出制度を簡素化する必要があると指

摘。 

 

輸出にかかる手続きや期間、港湾での処理スピードなど、

改善しなければいけない問題が山積しているとの見解

を示した。 

 

「ベネズエラ 直行便の減少が空運に影響」                  

 

ベネズエラの玄関口と言われるラグアイラ州の商工業

商工会の代表を務めている Rusvel Gutiérrez 氏は、ベネ

ズエラの空運の現状についてコメント。 

 

現在、輸出・輸入ともに貨物の空輸便が停滞していると

指摘。 

 

ベネズエラの国際線は本数が少なく、行き先も少ないた

め、外国で一度、貨物を別の便に乗せ換えて輸出する必

要があり、手続きやコストがかさんでいると指摘した。 
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また、他国を経由するため仕向け地への到着にかかる期

間が予見できないことも問題と補足した。 

 

Gutiérrez 代表の指摘する具体的な国は米国と思われる。 

 

ベネズエラと米国は政治関係の悪化を理由に空便の運

航が停止している。しかし、ベネズエラの主要輸出入相

手国は依然として米国であり、空便の輸出入は他国を経

由して送る必要がある。 

 

２０２４年６月４日（火曜）              

政 治                       

「CNE 有権者登録の最終結果を公表         

  ～大統領選の有権者数は約２，１３９万人～」        

 

前号「ベネズエラ・トゥデイ No.1071」で紹介した通り、

CNE は有権者登録の最終結果を公表した。 

 

前回のレポートの時点では、各人の登録状況を CNE の

ウェブサイトで確認できるのみで、全体の登録状況につ

いては確認できていなかった。 

 

この全体の登録状況について、CNE が官報で発表。 

 

最終的な有権者数は２１６２万７０５人だったとした。 

 

ただし、この有権者数の中には、ベネズエラ国内に住む

外国人も含まれる。 

 

ベネズエラは外国人でもベネズエラでの居住期間が長

いなど一定の要件を満たせば市長選などへの投票は可

能。しかし、大統領選に投票することはできない。 

 

このような外国人が２２万８，２４１人いるため、大統

領選に投票できる有権者数は２１３９万２４６４人に

なる。 

 

また、外国に移住したベネズエラ人で在外投票が可能な

のは６９，２１１人のみ。 

 

現在ベネズエラは７７０万人超の移民がいると言われ

ているため、ほとんどのベネズエラ移民が在外有権者に

なっていないことになる。 

 

以下は CNE が公表した２３州・１首都区および在外有

権者の有権者数リストになる。 

 

大統領選の投票者数は同リストの通り、２１３９万２４

６４人（Electores Venezolanos）ということになるだろ

う。 

 

なお、今回の有権者登録期間中に新たに登録された有権

者数は１１，９２２人。死亡などを理由に有権者登録が

抹消されたのは２２，１４４人。住所の変更手続き（投

票会場の変更）が行われた有権者は４７，６１６人だっ

た。 

 

 

（写真）CNE 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/5d32f6664951b9a242515b788790baca.pdf
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「与党 大統領選結果の認識を巡り野党を批判」           

 

６月２日 野党統一候補のエドムンド・ゴンサレス氏は、

「Univision」のインタビュー番組に出演。 

 

「大統領選に出馬するということは、大統領選の結果を

受け入れるということか？」との質問を受けて 

 

「我々は選挙環境を乱す相手と対峙している。情報への

アクセス権が均等ではなく、投票画面の配置も平等では

ない」「我々が対峙している相手は、あらゆる選択肢（詐

欺行為）を持っており、我々はそのことを十分に承知し

ている」 

「しかし、多くの人々が投票意思を示していることを知

っている。国民が変化の意志を示し、大勢が投票した場

合、変革を変えることはできない」 

と回答した。 

 

この回答は、「大統領選に出馬するということは、大統

領選の結果を受け入れるということか？」という質問に

対する回答を避けたと言えるだろう。 

 

この回答を受けてかは不明だが、カベジョ PSUV 副党

首やホルヘ・ロドリゲス国会議長が、野党の姿勢を批判。 

 

「野党は選挙に敗北した場合のクーデター計画の準備

を進めている」「野党は選挙で当選した場合のみ選挙結

果を認識する」と指摘。 

 

ロドリゲス国会議長は 

「大統領選の結果を巡りベネズエラの治安を乱すグル

ープは刑務所に入ることになる」「我々は警告している。

ベネズエラで許されるのは平和な選挙だけだ」と発言。 

 

 

 

 

マドゥロ大統領が勝利し、野党が選挙を認めず、治安が

悪化する場合、マドゥロ政権は野党側を拘束すると警鐘

を鳴らした 

 

「バイデン政権 難民申請を制限する大統領令」           

 

６月４日 米国のバイデン大統領は、メキシコ国境から

流入する不法入国者が一定数に達した場合、難民申請の

受理を停止し、一時的に故郷を封鎖するとの趣旨の大統

領令に署名した。 

 

現地メディア「Al Navio」によると、具体的には連続７

日間、２５００人／日の難民申請を受けた場合、米国は

一時的に難民申請の受理を停止するというもの。 

 

現在、米国は３５００人／日の難民申請を受理しており、

この法律の施行により前述のリミットを超えることは

確実とされている。 

 

また、１４日間の平均拘束者数が１５００人／日を下回

れば受理を再開する。 

 

ただし、そのような数字は２０２０年７月以来記録され

ていないようで、難民申請が止まった場合、容易に再開

しないと考えられている。 

 

米国では１１月に大統領選を控えているが、移民対策は

大きなテーマであり、バイデン政権としても厳格な対応

を求められている。 
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経 済                       

「Futon、Provincial 銀行 自動車融資で協力」            

 

「Foton Venezuela」の Karina Áñez 販売部門長は、

「BBVA Provincial 銀行」と事業協力を行うと発表。 

 

Futon 社の自動車の販売について、自動車購入価格の５

０％、最大４８カ月のクレジットを Provincial 銀行で提

供するとした。 

 

「Foton Venezuela」は、２０２０年にベネズエラで自

動車販売を開始。現在は全国に７つの販売ディーラーが

あるという。 

 

現地メディア「Bancaynegocios」によると、「Foton 

Venezuela」の今年の販売目標台数は８００台だという。 

 

「Cashea 分割払いサービスを拡充」         

 

割賦支払いアプリを提供する「Cashea」は、新サービス

「Modo Más Cuotas」の開始を発表した。 

 

６月４日から、一部の使用者はより多くの分割払いを選

択できるようになるという。 

 

具体的には６回、９回、１２回、１５回払いまで選択で

きるようになるようだ。なお、返済頻度は１４日毎。 

 

Cashea の Pedro Vallenilla 社長によると、同サービスを

利用できるのは同社の定義で「３レベル」以上の利用者

のみで、これらの利用者は過去の利用実績から支払いの

履行に一定の信頼を得た人物だという。 

 

 

 

 

 

社 会                       

「カラカスで短時間誘拐 自動車奪われる」            

 

ソーシャルメディア「X」のアカウント@valentina_8a は、

彼女の母が短時間誘拐の被害にあったと投稿した。 

 

被害にあった場所は、カラカス Plaza Tiuna の Av 

Rooselvelt。母親は怪我もなく無事だったようだが、母

親が乗っていた自動車「Terios」が奪われたという。 

 

ベネズエラの治安は一時期よりも改善したと言われる

が、それでも治安が悪い国であることに変わりない。外

出の際は十分注意されたい。 

 

「年金負担法により学校の授業料４．５～６％増」         

 

「全国私立学校連合会（Andiep）」の Fausto Romero 副

代表は、私立学校の授業料が４．５％～６％ほど上がる

との見通しを示した。 

 

Romero 副代表によると、授業料が上がる理由は年金特

別負担法。 

 

マドゥロ政権は、年金受給者の支払いの一部を法人に負

担させる法律を発効した。これにより、学校を含む法人

は労働者へ支払っている報酬の９％を支払うことにな

った。 

 

この負担をカバーするため、授業料を引き上げる必要が

あるとの見解を示した。 

 

以上 

 


